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現時点における地球的規模での 

持続可能な森林管理に関する枠組み形成の意義と課題 

Meanings of Global Forest Regime Formation at Present 

and 

 Related Problems to be Challenged 

藤原敬 全国木材組合連合会 
2005年 林業経済学会 秋期大会 報告 

レジメ 
 
０ 構成 

（１）はじめに 報告の背景と目的、先行研究 
（２）レジーム論から見た森林管理レジーム形成条件１ 
（３）林産物貿易の国際化が生み出す政策の国際化の条件 
（４）地球サミットのフォローアップの経緯とＵＮＦＦ６へのインプリケーション 
 
1 はじめに 

 
 1-1 用語の定義 

「地球的規模での持続可能な森林管理に関する枠組み」 
= Global forest regime （森林管理レジーム） 

Definition of “regime” 
”International regimes are sets of implicit or explicit principles, norms, rules, and 
decision-making procedures around which actor’s expectations converge in a given area 
of international relations.”（Stephen D. Krasner 1983)  
（レジームとは、国際関係の特定の分野における明示的あるいは黙示的な、原理、規範、

規則、ならびに意思決定手続きのセットであり、それを中心としてアクターの期待が収斂

していくものである。） 
 
1-2背景 

地球規模での森林の減少・劣化に対処するため、政府間においては、地球サミットでの森

林原則声明の合意とその後のフォローアップ会合における政策対話、主要国サミット（G8
サミット）の森林行動計画の合意など様々なレベルでの Global Forest Regime形成の努力
がおこなわれ、また、環境 NGO、企業においても、各種の森林認証制度の形成推進など、
官民にわたる努力が積み重ねられてきたが、森林の減少、劣化は依然として進行が止まら

ない現状である(FAO 2001)。 
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1-3 Global Forest Regime論を巡る論点 Fig. 4-6 

森林の減少劣化の問題は、貧困に起因するものであり経済の発達そのものに規定されてい

るという側面があり、一国の開発政策、農業政策、土地政策など関連する様々な政策の結

果であり森林政策の枠内だけ解決できる問題ではないという指摘がある(Vanklay, et al. 
2005)。 
 
1-4 Global Forest Regimeを議論する意義 Fig.7 

しかしながら、近年の経済と政治のグローバル化の中で、地球上で起こる森林の減少・劣

化とその結果が、「違法伐採問題」を例にとってみても明らかなように、各国の森林管理や

政策に様々な影響を与えている（Sizer, et al. 1999）。また、さらに、日本は経済グローバ
ル化の目玉である東アジアにある唯一の先進工業国、巨大な木材輸入国であり、周辺の森

林管理の水準に大きな影響を与える立場にあるほか、国内に森林資源を抱え、海外の森林

の動向と森林資源管理の関係を最も敏感に認知しうる立場にある。 
以上の背景を踏まえ、小論では Global Forest Regimeを構築する意義と可能性、また、関
連する研究課題について明らかにし、今後の政治的・学術的な展開に資することする。 
 
2 レジーム論からみた Global Forest Regime形成課程 

 
2-1 Global Forest Regime形成に関する経緯 

Fig.10   Events Related to the Global Forest Regime  

 
2-2 地球環境レジーム論の形成とレジーム形成の条件 

 
2-2-1 アジェンダ形成の段階 Fig.11 

レジーム論を地球環境問題の形成過程の分析の枠組みとして定着させた Oran R. Youngは
レジーム形成過程について、交渉段階に至る前とその段階の後の時期における作用する要

因の特質に注目し、アジェンダ形成段階、交渉段階、執行段階の三期にわけて分析するこ

とが効果的であるとしている２。交渉段階が利益を基礎に置くバーゲニングの要素が重要で

あるのに対し、「ある問題を政策案件として浮上させ政策領域の考案対象として規定し、つ

いで交渉の開始を正当化する国際的なアジェンダとして価値あるだけのレベルまであげる

過程」と規定されるアジェンダ形成期は「アイディアやその他の認知的要素がより重要で

ある」とされている３。 
 
2-2-2 レジーム形成の条件 Fig.20 

Young は、レジーム交渉の参加者は、事前に全て明らかになっている成果物の配分交渉で
はなく、限られた情報の中での不明確な点を含む統合的交渉（Integrative bargaining）を
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指向すること、などを指摘し４、バーゲニング（交渉）が成功する条件として、①交渉結果

の得失が参加者に不明な部分の存在（不確定性のベール）、②公正な枠組みの提示、③明白

な解決策の存在、④信頼できる遵守メカニズムの存在、⑤外部からのショック、⑥仲介者

的リーダーシップの存在を摘出している５（以下本論では「Youngの仮説」と参照）。 
 
2-3レジーム論から見た地球サミットにおける森林レジーム交渉過程 

 
2-3-1 Global Forest Regimeに最も接近したヒューストンサミット Fig.12 

1990年 7月の第一回地球サミット準備会合の直前に行われた、先進国サミットヒュースト
ン会合では、米国のブッシュ大統領の主導のもと、森林条約交渉の早期開始と 1992年まで
の締結について先進７カ国が合意し、経済宣言において国際社会へのアッピールが行われ、

第一回準備会合では、先進国側が、ヒューストンサミットの合意のラインで国際取り決めに

関する交渉開始を主張した。以後地球サミットの中で森林問題は生物多様性の保全、気候変

動への対応とともに三つの課題と一つと位置づけられた。その後、途上国側は、「自国の資

源を開発する主権」への挑戦であるとして真っ向から対立することとなり６法的拘束力のな

い森林原則声明の合意へと向かうこととなるのであるが、1990年の 8月という時点が、国
際政治の舞台で森林管理レジーム形成に最も接近した時点だった。 
森林条約を「交渉を開始するに値するアジェンダに引き上げた」認知的要素とは何か、そし

て交渉を不成功に終わらせた、交渉過程での要素は何か？ 
 
2-2-2 森林を地球サミットのアジェンダとした８０年代の森林問題の認知状況 

 

2-2-2-1 熱帯林評価報告書のインパクト Fig.13- 

80年代、森林問題を国際政治の舞台に引き上げた認知的要素の第一は、1980年と 90年の
二回にわたって FAOにより実施され公表された熱帯林評価報告書（Lnly1982）(Singh1992)
だろう。前者は、はじめて森林の動態を科学的に解明し、世界の熱帯林が 200 年で消滅す
るような速度で減少していることを明らかにしてこの問題に注目を集める引き金となり、後

者は、熱帯林の減少スピードが加速していることが明らかにして７80年代の FAOを中心と
したボランタリーな熱帯林行動計画８などの対応に代わる新たな枠組みの議論を惹起させ

ることとなった。 
これがグローバルコモンズの問題点としてどこまで認知されることとなったかは別の問題

である。 
 
2-2-2-2 熱帯木材ボイコットのインパクト Fig.18 

この時期に森林問題を国際政治のアジェンダに引き上げた第二の要素は、熱帯木材ボイコッ

ト運動の展開である。1987 年英国の国際的な環境 NGO である「地球の友」が熱帯木材の



林業経済学会 2005報告レジメ 2005/11/01 5:22:41 

4/8 
 

ボイコットを呼びかけたのを皮切りに、1980 年代の後半から 1990 年代の前半にかけて、
熱帯木材のボイコット運動が欧州の地方自治体、欧州議会、国を巻き込み急速に広がり)９,１０

また、日本の商社へも批判の矛先が向いた（ジャンコクトー・黒田洋一 1989）。このまま
事態を放置できないという認識が新たな枠組み交渉の一つの土台となった。（認知的要素と

整理できるかどうかは問題があるか） 
 
2-3-3 森林管理レジームのハードルと交渉過程の問題点 

 
2-3-3-1レジーム形成にかかる途上国の参画問題と統合的で公平な枠組み Fig.21- 

Young の仮説、第一の統合的交渉に係る「不確定性のベール」と第二の「公正な枠組み」
という点は、特に森林管理レジームが途上国の参画という特別の課題を抱えているために

重要な要因である。 
様々な分野の環境レジームにとって途上国問題へのアプローチは、①先進国と途上国の間

の責務に差を付ける考え方と、②途上国の利益を明示し交渉をする利害に基づく調整アプ

ローチであるの二つがあるが、途上国における熱帯林が最も矛盾を抱えており、途上国の

参加を後回しにするという第一のアプローチを取ることはできない。 
1990年の時点で、熱帯林のみならず「全ての森林の持続可能な管理」についても対象とし
た枠組みとして先進国と途上国のバランスをとった協議事項の設定（アジェンダ転換）が

図られたのは、公平な枠組みを目指したものと考えられが、認証森林の広がりの南北格差

からわかるように、先進国に存する温帯林・北方林と途上国の熱帯林とでは、社会的・生

態的・経済的に妥当な管理をする困難性が格段に違うことが明らかである。この点で、公

平な枠組みにするためには、途上国の取り組みに対して特段の財政的、技術的支援を行う

ことを明確にした上でのテーブルが不可欠であるが、先進国側としてそのような提示をす

ることができなかった。 
 
2-2-3-2 明解な解決策と明快な指標の設定 Fig.24 

Youngの仮説、第三番目の「明白な解決策」については、その解決策を示す「明快な指標」
が必要である。このことの重要性は、生物多様性条約と、気候変動枠組み条約のその後の

活性度の違いの現れていると指摘されている。 
森林管理レジームの場合、熱帯林を対象としている場合「熱帯林の面積の減少」というき

わめて明快な指標があり「熱帯林の減少傾向の転換」が「黙示的な規範１１」となっていた

といえるが、全ての森林を対象としたレジームではその規範が「持続可能な森林管理」と

いう抽象的な形で打ち出されている（生物多様性の保全と同様）が、それをわかりやすい

形で規範化することができなかった。 
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2-3-3-3 貿易と環境の関係 Fig.26 

ヤングの仮説の第四点である「信頼できる遵守メカニズム」に関して重要なのは、貿易と環

境問題の関係である。最も強力で有効な環境レジーム１２とされているオゾン層保全のため

のモントリオール議定書では、非締約国からの貿易の制限（第四条）と不遵守国からの貿易

の制限（第四条の A）を規定し、フリーライダーの阻止を図っている。このように、環境管
理の遵守メカニズムをつくる上では貿易的手段が重要な役割を占めている。 
さらに森林管理レジームと木材貿易の関係で重要なことは、記述のように熱帯木材のボイコ

ットという貿易上のインパクトを産地国・消費国とも回避するという動機がジレーム形成の

原動力になる可能性を持っていることである。このことを明快に提示できなかったことも課

題の一つである。 
 
2-4 小括： Global Forest Regime形成の 20年から学ぶもの Fig.27 

Global Forest Regime形成のためには、グローバルコモンズ、国境を越えた森林管理の責
任についての認知を拡大するとともに、以下の要素が必要 

 アクターの多様化への対応 
 国家以外のアクターの重要性（国際的から地球的へ） 
 ＮＧＯ、企業、地方自治体 

 途上国の参画を促す公平なテーブル 
 技術、資金援助 

 明快な目標の設定 
 「生態系アプローチ」、リモセンも視野に入れた森林の面積に関するわかりやすい

指標の開発 
 貿易を含むフレームの設定 

 参画の契機=地球市民のシグナル、木材貿易条項 
 

3 林産物貿易の国際化が生み出す政策の国際化の条件 

 
3-1 Global Forest Regime とグローバル化 Fig.29 

経済と政治のグローバル化が森林政策の統合（森林政策のグローバル化）を迫っている。 
経済のグローバル化と政治のグローバル化に関して Fig「森林管理レジームとグローバル
化」のような論点があるが、本節では、経済のグローバル化の林産物貿易のグローバル化

が生み出す負の側面を検討 
 
3-2 林産物貿易のグローバル化の負の側面 

Sizar et al.(1999)は Fig.30「Environmental and Social Impacts of Liberalizing Forest 
Products Trade」の諸点を指摘 
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Fig.31「Environmental and Social Impacts of Liberalizing Forest Products Trade」の通
り生産国における問題点が主として議論されているが、輸入国における問題点をさらにさ

らに議論する。 
（CAO2004, METI2001） 
 
3-3 林産物貿易の国際化と価格 Fig.32-37 

林産物流通のグローバル化、林産物貿易の量額単価の推移、我が国の林産物の流通価格を

分析 
 
3-4 エコロジカルダンピングを巡る議論（補論）Fig.39 

Rauscher(1994)はエコロジカルダンピングに関して、①国際的な環境政策の差異に基づき
環境規制の緩い国が他国より低価格で輸出するもの、②限界費用以下の価格で輸出される

もの、③類似の環境規制を要する輸出しない産品より低い価格で輸出されるもの、という

三つの定義を提示し、①については、「同一の環境基準を前提とすることが不適切であり、

これらの差異は自然環境や国民の試行の差に起因するものであり、それらの差異を調整す

ることは、貿易から得られる利益一般を否定することにつながり、①は問題とはいえない」

との議論を展開しこの定義を排除している。 
Rauscherの議論は工業製品の製造過程で排出する汚染物質を程度許容するかという国別の
差異が、他の社会的なコストである労働者の賃金、課税、社会インフラのコストの差異と

変わるものではないという議論の上に立っている。森林のように生産地を国から国へシフ

トすることが困難であり、かつ、再生産のために持続可能な森林の一定の基準を遵守する

ことが必要な場合のそれを免れた廉価林産物の影響は上記の一般的な社会コストの差異と

は別に考えるべきものである。 
 
3-5 小括：日本の林産業・林業に対するグローバル化の負の影響 Fig.40 

木材供給は他の資材と比して、需要変動に弾力的に追随できない供給構造的特質をもって

いる（Arda 2004、 MOFA 2005）。 
違法伐採によるダンピング的な価格の販売が行われた場合、それが価格全般に影響を及ぼ

す可能性がある。 
独自の価格形成をしていた日本の木材価格は、住宅産業の構造的な変化に影響された木材

流通の構造変化によって、国際マーケットにより敏感に影響されるようになった可能性が

ある。 
 
4 地球サミット以降の Global Forest Regime形成の経緯と UNFF６ 
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4-1 地球サミット以降の Global Forest Regimeを巡る動向 

地球サミット以降の Global Forest Regimeを追求する動きは以下の通り 
①政府ベースでの温帯林等の持続可能な森林経営の基準指標を作成する動き 
②ITTOにおける 2000年目標 
③京都議定書、生物多様性条約下の森林活動計画など機能別条約下の森林管理の規範化 
④民間ベースの森林認証制度の導入展開 
⑤G8での森林行動計画・違法伐採問題の取り組み 
⑥IFP,IFF,UNFFと続く国連における地球サミットの合意をフォローアップする議論 
⑦FAOにおける森林資源評価の蓄積 
⑧東アジア、コンゴ地域、ロシアなど地域的な連携の動き 
近い将来の Global Forest Regime形成の展望が見えているわけではないが、それぞれの活
動の中から将来の Global Forest Regimeの構成要素となるものが生まれつつある。 
 
4-2 国連におけるグローバル森林政策の流れ 

上記の中で⑥が（論理的には）もっとも包括的に Global Forest Regimeを議論するフォー
レムとして適切。 
この流れを、Fig.42-46「About UNFF：History and Milestones of Global Forest Policy」
により概説 
 
4-3 UNFF第六回会合 Fig. 47-48 

表記会合が２月に予定されており、現段階のコンセンサスペーパーの作成を予定 
①４つの Goalという数値目標を提示 
②法的拘束力のある条約は 10年後に先送り 
③ボランタリーな行動計画を作成 
がポイント 
 
5 終わりに Fig.50 

本報告が明らかにしたことは、第一に Global Forest Regimeの今後の展開のために、①ア
クターの多様性への対応、②途上国の参画を促す公平なテーブルの設定、③明快な目標の

設定、④貿易を含むフレームの設定などが必要であること、第二に、グローバル化の目玉

である東アジアに位置する日本の役割は重要であること。 
今後さらに、グローバル化との関連で日本の森林と地球の森林の関係の実証的な解明が必

要である。 
実践的側面として、Global Forest Regimeへの貢献の可能性については、UNFFが次の段
階へのステップを踏みつつあり、Global Forest Regimeのアジェンダ形成段階にとって重
要な認知的要素を広めるため、その過程に参画することの意味は大きい。 
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１ 本節の記述は多くを藤原敬（2004）によっている。 
２ オラン・R・ヤング(2001)、p.24  
３「同上論文」、p.24 
４「同上論文」、p.23 
５ この記述については信夫隆司(2000)、pp.28-29、によっている。 
６ 国際林業協力研究会(1993)、『前掲書』、p.77 -94 
７ FAOは 1990年時点の資源調査結果のなかで、1980年代に入ってから熱帯林の減少速度
が加速し年間 1540万 haとなっていると発表した。 
８ FAO(1986), pp.37-64 
９ Hamilton, L. S. (1991), p.24 
１０ CSD 3ed session (1995),  para 21、では 1992年の地球サミット時点でドイツにおけ
る 450市、オランダの９割の自治体が熱帯木材の使用を禁止などを指摘。 
１１ 条約や議定書にはなっていないが常に熱帯林問題を提起する場合に面積の減少に言及
されるところから「熱帯林の減少傾向の転換」が「黙示的な規範」となっていたといえる。 
１２ ガレス・ポーター他(1998)、p.87 


